
 

 

第一六四回 

衆第二七号 

   国立国会図書館法の一部を改正する法律案 

 国立国会図書館法（昭和二十三年法律第五号）の一部を次のように改正する。 

 第六章の二中第十六条の二を第十六条の四とし、同章を第六章の三とする。 

 第六章の次に次の一章を加える。 

   第六章の二 恒久平和調査局 

第十六条の二 今次の大戦及びこれに先立つ一定の時期における惨禍の実態を明らかに

することにより、その実態について我が国民の理解を深め、これを次代に伝えるとと

もに、アジア地域の諸国民をはじめとする世界の諸国民と我が国民との信頼関係の醸

成を図り、もつて我が国の国際社会における名誉ある地位の保持及び恒久平和の実現

に資するため、国立国会図書館に、恒久平和調査局を置く。 

  恒久平和調査局は、次に掲げる事項について調査する。 

 一 今次の大戦に至る過程における我が国の社会経済情勢の変化、国際情勢の変化並

びに政府及び旧陸海軍における検討の状況その他の今次の大戦の原因の解明に資す

る事項 

 二 昭和六年九月十八日から昭和二十年九月二日までの期間（以下「戦前戦中期」と

いう。）において政府又は旧陸海軍の直接又は間接の関与により労働者の確保のた

めに旧戸籍法（大正三年法律第二十六号）の規定による本籍を有していた者以外の

者に対して行われた徴用その他これに類する行為及びこれらの行為の対象となつた

者の就労等の実態に関する事項 

 三 戦前戦中期における旧陸海軍の直接又は間接の関与による女性に対する組織的か

つ継続的な性的な行為の強制（以下「性的強制」という。）による被害の実情その

他の性的強制の実態に関する事項 

 四 戦前戦中期における旧陸海軍の直接又は間接の関与により行われた生物兵器及び

化学兵器の開発、実験、生産、貯蔵、配備、遺棄、廃棄及び使用の実態に関する事

項 

 五 前三号に掲げるもののほか、戦前戦中期において政府又は旧陸海軍の直接又は間

接の関与による非人道的な行為により旧戸籍法の規定による本籍を有していた者以

外の者の生命、身体又は財産に生じた損害の実態に関する事項 

 六 第二号から前号までに掲げるもののほか、戦前戦中期における戦争の結果生命、

身体又は財産に生じた損害の実態に関する事項 

 七 戦前戦中期における戦争の結果生命、身体又は財産に生じた損害について当該損

害が生じた者に対し我が国がとつた措置及び当該損害に関し我が国が締結した条約

その他の国際約束に関する事項 

  館長は、前項各号に掲げる事項につき調査を終えたときは、その結果を記載した報



 

 

告書を作成し、両議院の議長に対し、これを提出しなければならない。 

  館長は、第二項各号に掲げる事項につき調査を終えるまで、毎年、調査中の事項に

ついての報告書を作成し、両議院の議長に対し、これを提出しなければならない。 

  第二項の調査及び前二項の報告書の作成を行うに当たつては、関係人の名誉を害す

ることのないよう十分に配慮しなければならない。 

第十六条の三 館長は、前条第二項の調査を行うため必要があると認めるときは、関係

行政機関の長及び関係地方公共団体の長に対して、資料の提出その他の必要な協力を

要求することができる。 

  館長は、前条第二項の調査を行うため特に必要があると認めるときは、同項各号に

掲げる事項について学識又は経験のある者その他の前項に規定する者以外の者（国外

にいる関係人を含む。）に対しても、必要な協力を依頼することができる。 

  関係行政機関の長又は関係地方公共団体の長が第一項の要求に係る資料の提出を拒

むときは、その理由を疎明しなければならない。その理由を館長が受諾し得る場合に

は、関係行政機関の長又は関係地方公共団体の長は、当該資料の提出をする必要がな

い。 

  前項の理由を受諾することができない場合は、館長は、両議院の議長に対して、第

一項の要求に係る資料の提出が国家の重大な利益に悪影響を及ぼす旨の内閣の声明を

要求するよう求めることができる。 

  前項の求めを受けた両議院の議長が同項の声明を要求し、これに対して同項の声明

があつた場合は、第一項の資料の提出の要求を受けた関係行政機関の長又は関係地方

公共団体の長は、当該資料の提出をする必要がない。 

  前項の要求後十日以内に、内閣が第四項の声明を出さないときは、第一項の資料の

提出の要求を受けた関係行政機関の長又は関係地方公共団体の長は、当該資料の提出

をしなければならない。 

   附 則 

１ この法律は、平成十九年四月一日から施行する。 

２ 当分の間、国立国会図書館の職員（館長、副館長、休職者（これに準ずる者として

館長が定める者を含む。）及び非常勤職員を除く。）の定員は、九百六十二人とす

る。 



 

 

     理 由 

 今次の大戦及びこれに先立つ一定の時期における惨禍の実態を明らかにすることによ

り、その実態について我が国民の理解を深め、これを次代に伝えるとともに、アジア地

域の諸国民をはじめとする世界の諸国民と我が国民との信頼関係の醸成を図り、もって

我が国の国際社会における名誉ある地位の保持及び恒久平和の実現に資するため、国権

の最高機関たる国会に置かれる国立国会図書館に、恒久平和調査局を置く必要がある。

これが、この法律案を提出する理由である。 



 

 

   本案施行に要する経費 

 本案施行に要する経費としては、平年度約二億五千万円の見込みである。 


